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 これは、中国で活動する日本企業で構成される「中国日本商会」が中国国内の日本企業およそ８５００社
に対してアンケートを行い、白書としてまとめたものです。 

 

 白書のなかで、「中期的に有望な事業の展開先」の国として中国の名前を挙げた企業が、去年の６２．
１％から今年は３７．５％まで急落。１９９２年の調査開始以来、初めて１位の座から転落し、インドネシア 

やインドなどに次ぐ４位まで後退しました。 

主に製造業の企業が今後の事業展開に 

慎重で、労働コストの上昇や日中関係の 

悪化などが主な要因としてあげられてい 

ます。 

 

 また白書では、日本企業から中国政府 

への要望として、模造品の販売などの犯 

罪抑制や、過剰な政府の規制の撤廃など 

を挙げています。 

 

 １７日に中国・商務省が発表した今年 

１月から５月までの日本の中国への投資 

は、去年の同じ時期と比べ４２％減ってい 

て、今回のアンケートの内容を裏付ける結 

果となっています。（18日19:37） 

中国、投資先としての魅力減が浮き彫りに  
掲載日: 2014/06/19  

http://www.realplay.com/channels/tbsnewsi/synopses/62227 



中国の日系企業 政策改善求める 
6月18日 23時17分 

 

日本から中国に対する投資が大幅に減少するなか、中国に進出している日系企業で作る団体
は、中国政府による過剰な規制などビジネスの障害となる問題点の改善を求める白書を発表
しました。 

この白書は、中国に進出している日系企業で作る団体「中国日本商会」が１８日、北京市内で
記者会見を開いて発表したものです。 

白書では、中国共産党が去年１１月に開いた重要会議「三中全会」で市場の規律を重視した経
済構造への転換を図る方針を打ち出したことを踏まえ、内外の企業が公正な条件で競争でき
るようにすることや政府による過剰な規制の緩和などを提言しています。 

具体的には、インターネット上で模倣品を販売しているサイトを速やかに閉鎖するなど、企業の
知的財産権を保護することや、建設業者が本社のある都市以外でビル建設などを行う際、そ
の都市ごとに支社の設立が求められる制度を撤廃することなど、４５１に及ぶ問題点を指摘し
ています。 

日本企業による中国への投資を巡っては、人件費の上昇や日中関係の悪化を背景に、ことし
大幅に減少していて、「中国日本商会」では、ビジネスの環境が整えば日本からの投資も増え
ることになるとして、今後、中国政府などとの話し合いを通じて問題点の改善を働きかけていき
たいとしています。 

http://www3.nhk.or.jp/news/html/20140618/t10015328361000.html 

http://www3.nhk.or.jp/news/index.html


http://news.tv-asahi.co.jp/news_international/articles/000029085.html 

日中関係悪化で…日系企業の中国離れ続く(06/19 05:54) 

中国の日系企業の団体が、 

中国経済に関する白書をま 

とめ、日系企業の中国離れ 

の傾向が続いていると指摘 

しました。 

 

 白書では、2013年の日本 

の対中投資が2012年に比 

べて4.3％減少したことや、 

国際協力銀行の調査で、海 

外展開先として中国が中期 

的に有望だとした企業の割 

合は、2012年の62.1％から 

2013年は37.5％に急落した 

ことを紹介しています。 

そのうえで、中国離れの原因として、悪化した日中関係や労働コストの上昇を挙げ、
今後、中国政府に公平な市場ルールの整備などを求めていくとしています。 



中国政府に外資出資規制や知財保護を要望 中国日本商会  

2014/6/18 18:46  

 

 中国に進出した日本企業の集まりである中国日本商会は18日、中国政府に法規制や投資
環境の改善を促す意見書をまとめた。自動車など一部の業種で外資企業が50％を超えて出

資できない参入規制の改善のほか、知的財産権の保護の強化といった要望を盛り込んだ。中
央省庁や地方政府など関連する合計90の政府機関に提出し、進出企業の環境改善を訴えて
いく考えだ。 

 「中国経済と日本企業白書」と題した意見書は2010年から毎年作成しており、今回が５回目。
14年は8579社にアンケートを実施し「公平性の確保」を主要テーマに改善点を提案した。日本

商会の沢田真治郎会長（三井物産中国総代表）は記者会見で「日中関係は悪化しているが、
経済的には重要なパートナーだ。対話を促進していきたい」と強調した。（中国総局） 

 

http://www.nikkei.com/article/DGXNASGM18H09_Y4A610C1FF1000/ 

http://www.nikkei.com/


投資環境の改善を要望 中国の日系企業 
2014年06月19日 03時00分 更新 

 

 【北京・久永健志】在中国日系企業でつくる中国日本商会は１８日、中国の投資環境に対す
る改善要望などを取りまとめた「中国経済と日本企業２０１４年白書」を発表した。日本企業の
中で対中ビジネスへの慎重姿勢が ...  

 

利用登録（初月無料！）もしくはログインして全文をご覧ください。 

http://qbiz.jp/article/40128/1/ 

http://qbiz.jp/


中国、外資制限緩和を＝日系企業団体が要望 
時事通信2014/6/18 20:20 
 

 【北京時事】北京などに拠点を置く日系企業の団体、中国日本商会は18日、外資参入制限
の緩和などを中国政府に求める内容の白書「中国経済と日本企業」を発表した。白書は2010

年から毎年刊行しており、経済官庁や地方政府に直接手渡すなどして、日系企業の要望を伝
えている。  

http://newsbiz.yahoo.co.jp/detail?a=20140618-00000106-jijnb_st-nb 



中国  2014/06/19（木曜日） 
「公平性の確保を」、日本商会が白書で提言［経済］ 
 
中国に進出する日本企業で組織する中国日本商会（北京市）は18日、中国政府との対話促進

を目的に、日系企業が直面する課題と解決のための建議を取りまとめた「中国経済と日本企
業2014年白書」を発刊した。減少傾向が続く日本企業の対中投資を促進するため、さらに公
平性のある投資環境を確保することを提言した。 

建議書は2010年から毎年発行しており、今回が第５版。中国各地の日系企業計8,600社への
調査結果を集約し、自動車生産で50％に制限されている外資企業の出資比率を緩和したりす

ることなど、市場経済ルールに則った公平性の高い投資環境の整備を求めた。業界別に問題
点を列挙しており、要望事項は前回より34件多い451件に上った。商務省など中央政府機関、
各地地方政府など約90機関に送付し、白書を用いて各機関と意見交換していく予定。 

商務省の統計によると、日本の対中投資の契約件数は2011年をピークにして減り続けている。
今年１～５月の対中投資額は前年同期比42.2％減だった。原因について、中国日本商会の澤

田眞治郎会長は「人件費や税などのコスト上昇などが大きく響いているが、日中関係悪化の影
響もないとは言えない」と指摘。投資減少に歯止めをかけるためにも、日中の対話を促進し、
白書もヒントとしてもらいながら昨年11月に開かれた第18期中央委員会第３回総会（３中総会）
で示された改革を実行に移していくことの重要性を強調した。 

同日の記者会見には日中双方のメディア60社余りが参加した。＜全国＞ 

http://nna.jp/free/news/20140619cny003A.html 



「公平性の確保を」中国日本商会が白書で提言 
Posted on 2014/06/19  

 

「公平性の確保を」中国日本商会が白書で提言 

 中国に進出する日本企業で組織する中国日本商会(北京市)は６月18日、中国政府との対話

促進を目的に、日系企業が直面する課題と解決のための建議を取りまとめた「中国経済と日
本企業2014白書」を発刊した。この白書の中で、減少傾向が続く日本企業の対中投資を促進
するため、さらに公平性のある投資環境を確保することを提言した。NNAが報じた。 

 建議書は2010年から毎年発行しており、今回が第５版。中国各地の日系企業計8600社へ
の調査結果を集約し、自動車生産で50％に制限されている外資企業の出資比率を緩和したり

することなど、市場経済ルールに則った公平性の高い投資環境の整備を求めている。要望事
項は前回より34件多い451件に上った。 

http://indonesia-news.biz/?p=7451 

http://indonesia-news.biz/?p=7451


「もうわが国に投資しないのか」・・・日中関係を憂慮する日本企業＝
中国メディア 
サーチナ 6月27日(金)6時31分配信  
 

中国日本商会が１９日に「中国経済と日本企業 ２０１４年白書」を発表したことについて、中国メディアの中国経営報は２
３日、「日中関係を憂慮する日本企業はもう中国に投資を行わないのだろうか」と論じた。  
 中国日本商会が１９日に「中国経済と日本企業 ２０１４年白書」を発表したことについて、中国メディアの中国経営報は
２３日、「日中関係を憂慮する日本企業はもう中国に投資を行わないのだろうか」と論じた。 

  記事は中国商務部のデータを引用し、２０１４年１月から５月までの日本企業の対中投資が前年同期比４２．２％減とな
ったことを伝えたほか、中国日本商会の関係者の言葉として、「中国でビジネスを展開している日本企業が憂慮している
のはコスト上昇と知的財産権の侵害」と紹介。特に、インターネット通販で販売されている商品で知的財産権の侵害が著
しいとし、「非常に差し迫った問題」と論じた。 

  また記事は、日本国際協力銀行が発表した報告を引用、中国が中期的に有望な市場と回答した日本企業の割合が２
０１２年の６２．１％から１３年は３７．５％にまで減少したことを挙げ、その理由として「人件費の上昇、労働力確保が困難」
との回答が４割以上に達したと紹介した。 

  さらに、「白書では日本企業の対中投資が減少したのは、２０１２年９月に中国で発生した反日デモの影響も大きいと指
摘している」と紹介。続けて日本貿易振興機構（ＪＥＴＲＯ）の調査として、「日本企業は中国での事業を拡大する意向を今
なお強く持っているが、反日デモ発生前の２０１１年の調査に比べ、拡大の意向を示した日本企業は減少している」と伝え
た。 

  記事は中国日本商会の関係者が「日中関係の悪化が日本企業の対中投資に影響を与えていないとは言い切れない」
と語ったことを紹介、日本企業の対中投資減少と日中関係の悪化が同じ時期を同じくして発生したとの見解を示した。（編
集担当：村山健二）（イメージ写真提供：１２３ＲＦ） 

http://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20140627-00000021-scn-bus_all 



北京天津ジャピオン 6月23日 



北京Whenever 7月 



中国日本商会、「公平性の確保」を求める−中国政府向け5度目の 

「建議書」発刊− (中国) 
2014年6月30日 北京事務所  

 

 中国日本商会は6月18日、各地の日系企業が直面している課題の分析と解決のための建議
を取りまとめた2014年版白書を発刊した。同商会全体で共有できる理念として「主要な訴求
点」を設定し、今回は「公平性の確保」とした。その実現に当たっては、「中国共産党第18期中
央委員会第3回全体会議（三中全会）決定」で示された改革の推進が重要として、あらためて
政府部門との対話に力を入れるとしている。 

 

通商弘報  53a916d05fb40 

http://www.jetro.go.jp/world/asia/cn/biznews/53a916d05fb40 



国際関連情報（中小企業国際化支援ナビゲーター） 

【海外情報レポート】対話と交流でビジネス促進、そして最近の中国模様１つ（北京） 

▼「白書」で中国の経済改革と日系企業のビジネスを促進 
  

 さる6月18日、中国に進出している日系企業が直面する課題を整理し改善・解決の方策を建議として取り
まとめた「白書」の2014年版を上梓した。全国に40ほどある日系企業組織を通じた8,579社へのアンケート
結果も踏まえ、当商会会員企業の現場の第一線で活躍するビジネスパーソン約50名が執筆。共通課題は
もとより、31業種もの最前線情報を満載、また広い中国を6ブロックに分けた地域ごとの課題や要望にも多
くの頁を割いている。 

  

 本「白書」の特徴は、日系企業等外資企業が抱える課題の解決策にとどまらず、中国が先の「三中全会
決定」で示した様々な改革の後押しとなる建議を多く含んでいる点である。開放型でかつ秩序ある競争が
行われる市場体系の構築を目指す中国に451件の建議を提示した。中国はメンツの国であり、叩くだけで
は硬化することが多い。対話や交流を行い、双方にメリットがあることを訴えかけていく。 
  

＊「中国日本商会 2014年白書」で検索してください。 （購入、ダウンロードとも可能です。） 

  

▼若者の日本体感者を増やして日中友好を促進 
  

 2007年から、中国人大学生を日本の産業視察、ホームステイなどに招待派遣する「走近日企・感受日
本」という事業を実施してきた。会員企業の寄付金によるCSR事業で、少しでも多くの日本“体感者”を増
やすことで日中友好を広げたい。 

http://www.jcci.or.jp/international/2014/0710111509.html 



https://reports.btmuc.com/File/pdf_file/info001/info001_20140625_001.pdf 



https://reports.btmuc.com/File/pdf_file/info001/info001_20140625_001.pdf 



中国撤退の日本企業、「多くは機電と紡績、政治問題ではない」と 

日本人関係者＝中国メディア 
V 【経済ニュース】 2014/07/04(金) 06:30           

                         

中国メディア・中国経済網は2日、日本の対中投資が減少し、日本企業の中国撤退がささやかれるなかで、中国から撤
退しているのはおもに機電と紡績関連企業であり、その流れは政治的な問題とは直接関係ないとする中国日本商会
関係者の見解を伝えた。 
 記事は、中国日本商会が6月18日に「中国経済と日本企業白書」を発表したことを紹介。発表記者会見では、日本企
業による対中投資の大幅減や、日本企業の中国撤退と安倍晋三首相による「価値観外交」との関係性に対する質問
が集まり、中国日本商会の田端祥久副会長兼調査委員会委員長が回答したと伝えた。 

 田端氏は、日本貿易促進会が実施した調査で54．2％の企業が対中業務拡大を、39．5％が現状維持を検討してお
り、中国事業を縮小した企業は5％、中国からの撤退を考えている企業は1．2％にとどまったとするデータを挙げた。 

 また、中国から撤退するおもな企業は機電と紡績にかかわる企業と、中国から製品を他国に輸出する企業であると
分析。機電関連企業の撤退は近年の経営不振から理解可能であり、紡績業では中国企業も積極的に国外生産拠点
開拓を進めているとそれぞれ指摘したうえで、「中国で生産し、世界に輸出するモデルはすでに限界が見えた。これら
は政治とはあまり直接的な関係がない」と論じた。 

 記事はさらに、対中投資が減少する一方で、これまで長年にわたり対中投資を続けてきた日本企業の多くが「豊かな
実りある収穫期を迎えた」とした。 

 そして、中国における日立の販売額が2012年度の510億元（約8300億円）から13年度には671億元（約1兆1000億
円）に増加、15年度には763億元（約1兆2500億円）以上を見込んでいることを紹介。関係者の話を交えながら、都市
化に伴う各種設備建設や情報通信技術利用、環境問題解決などのニーズが日本企業に中国での“二次発展”のチャ
ンスをもたらしたと解説した。 

 このほか、キヤノンも中国における急成長を続け、三菱やトヨタといった自動車企業も新生産ラインの建設や強気の
販売目標設定など、中国でのさらなる発展のためのアクションを起こしていると伝えた。（編集担当：今関忠馬） 

http://news.searchina.ne.jp/disp.cgi?y=2014&d=0704&f=business_0704_002.shtml 

http://news.finance.yahoo.co.jp/detail/20140704-00000002-scnf-bus_all
http://news.searchina.ne.jp/business.shtml
http://news.searchina.ne.jp/disp_day.cgi?yyyy=2014&mmdd=0704&cag=business
http://news.searchina.ne.jp/disp_day.cgi?yyyy=2014&mmdd=0704&cag=business
http://news.searchina.ne.jp/disp_day.cgi?yyyy=2014&mmdd=0704&cag=business
http://news.searchina.ne.jp/disp.cgi?y=2014&d=0704&f=business_0704_002.shtml
http://news.searchina.ne.jp/disp.cgi?y=2014&d=0704&f=business_0704_002.shtml
http://news.searchina.ne.jp/disp.cgi?y=2014&d=0704&f=business_0704_002.shtml
http://news.searchina.ne.jp/disp.cgi?y=2014&d=0704&f=business_0704_002.shtml
http://news.searchina.ne.jp/disp.cgi?y=2014&d=0704&f=business_0704_002.shtml
http://news.searchina.ne.jp/disp.cgi?y=2014&d=0704&f=business_0704_002.shtml
http://news.searchina.ne.jp/disp.cgi?y=2014&d=0704&f=business_0704_002.shtml
http://news.searchina.ne.jp/disp.cgi?y=2014&d=0704&f=business_0704_002.shtml
http://news.searchina.ne.jp/disp.cgi?y=2014&d=0704&f=business_0704_002.shtml


中国系・外国 

報道内容 



《中国经济与日本企业2014年白皮书》在京发布 
﻿ 2014-06-21 23:00   文章来源： 新华网 

文章类型： 转载   内容分类 ： 新闻  

 

    6月18日下午，由中国日本商会举办的《中国经济与日本企业2014年白皮书》（以下简称“2014年版

白皮书”）新闻发布会在北京长富宫饭店举行。中国日本商会会长泽田真治郎、副会长兼调查委员会
委员长田端祥久出席发布会并讲话。 
    据泽田会长介绍，2014版白皮书针对中国各地商工会所属的8579家日资企业面临的问题进行了分

析，并对451条建议进行了整理。全书共27章，分为三部分,：日企在中国面临的共同问题及建议；各产
业的现状及建议；各地区的现状及建议。活跃于中国商务最前线的日本商会会员企业中的约50名执笔
者参与了白皮书的编写。中国日本商会自2010年开始编写《中国经济与日本企业白皮书》，2014版白
皮书已是第5版。 
    2014年版白皮书提出的主要诉求是“确保公平性”。白皮书提出了三点建议： 
    1.完善及合理运用市场经济规则。为建设有序竞争的市场体系，呼吁取消或修订妨碍公平竞争的

制度，强化知识产权保护。 
    2.放宽过多的政府限制。希望建设法治政府，服务型政府，简化行政手续，加快办理事务的速度，

针对能够有效发挥市场机制作用的领域，废除相关许可和认证手续。 
    3．实现内外无差别，采用全球标准。为顺应经济全球化，在制造及服务业领域进一步开放外资准

入限制，更广泛地应用全球标准。 
    副会长田端表示，希望借助2014版白皮书促进与中国中央政府及地方政府间的对话，并进一步加

强与中国方面的方交流。 
  

http://www.mofcom.gov.cn/article/i/dxfw/cj/201406/20140600634547.shtml 

中华人民共和国 商务部 

http://jp.mofcom.gov.cn/article/ztdy/201406/20140600634547.shtml
http://jp.mofcom.gov.cn/article/ztdy/201406/20140600634547.shtml
http://jp.mofcom.gov.cn/article/ztdy/201406/20140600634547.shtml


在中国日系企業の93.7％ 「中国市場を堅守していきたい」 

2014/06/23 

 中国日本商会は、18日に行われた記者会見で、「中国経済と日本企業2014年白書」（以下、
白書）を発表した。これは、中国日本商会が2010年から毎年発表しているもので、今年で第
5版目にあたる。人民網が伝えた。 

http://niigata.china-consulate.org/jpn/jjjsfw/t1167729.htm 

中華人民共和国 駐新潟総領事館 

以下、下記の記事を引用の為、記載省略 

「人民網日本語版」2014年6月20日 



【在华日企的烦恼：中国劳动力成本上涨】中国日本商会今天公布《中国经济与日本企业
2014年白皮书》。8579家在中国的日本企业问卷调查结果显示：85.3%的企业经营方面存在
的最主要问题是员工工资上涨，而反映采购成本上涨的企业占比达43.3%，比去年回落6个
百分点。（央视记者王善涛）  

http://weibo.com/2656274875/B9D3xyeZa?mod=weibotime 

在华日企的烦恼：中国劳动力成本上涨 
来源：央视新闻 作者：王善涛   2014-06-18 23:24:02  
 

  【在华日企的烦恼：中国劳动力成本上涨】中国日本商会今天公布《中国经济
与日本企业2014年白皮书》。8579家在中国的日本企业问卷调查结果显示：
85.3%的企业经营方面存在的最主要问题是员工工资上涨，而反映采购成本上涨
的企业占比达43.3%，比去年回落6个百分点。(央视记者王善涛） 
 
 
http://news.cnfol.com/chanyejingji/20140618/18168579.shtml 



   6月18日午後、中国日本商会は北京の長富宮飯店で記者会見を開き、『中国経済と日本企業2014年白書』を公表・発
行した。(新華網記者 方芸暁撮) 

   【新華社北京6月19日】中国日本商会は１８日午後、北京の長富宮飯店で記者会見を開き、『中国経済と日本企業２０１
４年白書』を公表・発行した。 

   中国日本商会の澤田真治郎会長と田端祥久副会長・調査委員会委員長が記者会見に立ち、白書について説明し、記
者の質問に答えた。 

   紹介によると、本白書は中国日本商会及び中国各地の商工会組織の日系企業（法人会員８５７９ 社）が直面する課題
の分析と解決のための建議を取りまとめたもので、中国ビジネスの最前線に取り組む日本企業による生な声だといえるだ
ろう。白書は「共通課題・建議」、「各産業の現状・建議」及び「各地域の現状・建議」の３ 部に分かれ、全２７ 章からなって
いるという。 

   田端祥久副会長は本白書の内容について次のように紹介した。『中国経済と日本企業２０１４ 年白書』の提起した建議
の主要な訴求点は「公平性の確保」で、具体的内容は、「市場経済ルールの整備と適正運用」、「過剰な政府規制の緩
和」、「内外無差別とグローバルスタンダードの採用」などに集約している。 

   澤田真治郎会長は、それらの建議には中国共産党第十八期中央委員会第三回全体会議で採択した『中国共産党中央
が全面的な改革深化の若干重大問題に関する決定』で示した改革の方向性と共有できるものが多く含まれていると述べ
たと同時に、次のように表明した。振り返ってみれば、中国経済の改革開放において、外資特に日本企業が大きな役割を
果たしてきた。中国日本商会は先人の業績を引き継ぎ、中国の投資環境をさらに良いものとするために、今後も中国の中
央政府及び地方政府に積極的に建議していきたい。 

   澤田真治郎会長は、「本白書を通じて日中両国の対話が促進され、両国の絆がより強化され、共に更なる発展に繋が
ることを切に願っています」と述べた。 

   また、澤田会長と田端副会長は日本からの対中投資の減少や最新の中国の付加価値税政策等に関する一連のホット
な話題について記者の質問に答えた。 

   『中国経済と日本企業白書』は中国日本商会が２０１０ 年から中国の中央政府及び地方政府との対話促進を目的とし
て発刊してきたもので、２０１４ 年版白書はその第５版である。（記者/張一 方芸暁） 

『中国経済と日本企業 2014年白書』北京で発行 

http://jp.xinhuanet.com/2014-06/19/c_133418720.htm 

http://ixinhua.i.sohu.com/


『中国経済日本企業 2014年白書』北京発行(组图) 
2014年06月19日08:52 | 我来说两句(0人参与) | 保存到博客  

【新華社北京6月19日】中国日本商会18日午後、北京長富宮飯店記者会見開、『中国経済日本企業2014年白書』公表発
行。 

 

  中国日本商会澤田真治郎会長田端祥久副会長調査委員会委員長記者会見立、白書説明、記者質問答。 

 

  紹介、本白書中国日本商会及中国各地商工会組織日系企業（法人会員8579 社）直面課題分析解決建議取、中国最
前線取組日本企業生声。白書「共通課題建議」、「各産業現状建議」及「各地域現状建議」3 部分、全27 章。 

 

  田端祥久副会長本白書内容次紹介。『中国経済日本企業2014 年白書』提起建議主要訴求点「公平性確保」、具体的
内容、「市場経済整備適正運用」、「過剰政府規制緩和」、「内外無差別採用」集約。 

 

  澤田真治郎会長、建議中国共産党第十八期中央委員会第三回全体会議採択『中国共産党中央全面的改革深化若
干重大問題関決定』示改革方向性共有多含述同時、次表明。振返、中国経済改革開放、外資特日本企業大役割果。中
国日本商会先人業績引継、中国投資環境良、今後中国中央政府及地方政府積極的建議。 

 

  澤田真治郎会長、「本白書通日中両国対話促進、両国絆強化、共更発展繋切願」述。 

 

  、澤田会長田端副会長日本対中投資減少最新中国付加価値税政策等関一連話題記者質問答。 

 

  『中国経済日本企業白書』中国日本商会2010 年中国中央政府及地方政府対話促進目的発刊、2014 年版白書第5

版。（記者/張一 方芸暁） 

http://roll.sohu.com/20140619/n401042496.shtml 
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『中国経済日本企業 2014年白書』北京発行(组图) 
2014年06月19日08:52 | 我来说两句(0人参与) | 保存到博客  
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93.7%的在华日企仍愿意坚守中国市场 
2014年06月19日11:15  来源：人民网-日本频道 

由中国日本商会组织编撰的《中国经济与日本企业2014年白皮书》（下称“白皮书”） 
新闻发布会昨天在北京举行，这也是中国日本商会自2010年以来第五次发布白皮书。 

人民网北京6月19日电 （刘戈）由中国日本商会组织编撰的《中国经济与日本企业 
2014年白皮书》（下称“白皮书”）新闻发布会昨天在北京举行，这也是中国日本 
商会自2010年以来第五次发布白皮书。 

该《白皮书》针对中国日本商会及中国各地商工会所属的8579家日资会员企业所做 
的问卷调查的基础上，总结出了这些企业所面临的课题并进行了分析，最终对解 
决这些问题提出了共计451条建议。中国日本商会期望通过这本白皮书，积极地与 
中国中央及地方政府展开沟通与交流，为完善中国的投资、营商环境提供来自 
“现场”的声音。 
 

▼ 93.7%的在华日企愿意坚守中国 
 

2014版白皮书引用日本贸易振兴机构在2013年10至11月针对在华日企今后1~2年的 
业务发展方向所做的问卷调查结果显示，54.2%的在华日企将要扩大在华业务，39.5%的日企表示维持现状，93.7%的在华日企仍然看好
中国市场。 

在回答上述问卷调查的日企当中，只有5%的企业回答要缩小现有业务规模，1.2%的企业选择了要转移、撤出在华业务。针对这部分企
业的选择倾向的主要原因，中国日本商会副会长兼调查委员会委员长田端祥久在回答现场记者提问时表示，一是这些企业在华开展业
务面临着成本上升的压力，二是受我国知识产权保护环境的影响。田端祥久副会长进一步解释说，成本上升主要集中在人员工资和采
购成本的上涨，而日企所担心的我国知识产权保护环境，他表示，虽然中国对保护知识产权做了很多努力也取得了不小的成就，但还有
很多需要完善的地方，特别是网络购物大行其道的商业环境中，保护知识产权、防止冒牌货的大行其道显得迫切。 
 

▼ “中国工厂”到“中国市场”的转型过程中，日企面临着诸多商机 
 

54.2%的在华日企选择要扩大在华业务的统计结果当中，执行“地产地销”战略的在华日企的占比较大，力挺“内销型”日本企业的背
后是庞大的中国消费市场，“哪里有需求哪里就有市场”，对华投资不能单凭从实际执行金额来判断日资企业是在看好还是在唱衰中
国市场。 

相反，在中国经济转型的过程中，将中国视为世界最大消费市场的日企比例在上升，这种转型过程中，日企同样面临着巨大的商机，诸
如食品安全意识日益增强的食品行业、物流兴盛所带来的运输机械行业等都是有待日企深耕细作的领域。 

在发布会现场，有日本媒体执拗询问中日两国关系是否是影响日企选择中国市场的主要因素之一的提问时，田端祥久副会长表示，忽
略政治因素对两国经贸关系的影响那是在说假话，但不提倡过度解读中日关系对经贸往来的影响，日企需要回到“在商言商”的轨道
，遵循“有需求就有市场”的市场规律，进一步挖掘市场、推动两国经贸关系的发展才是日本企业的理应选择。 

 (责编：刘戈、陈建军) 

 http://japan.people.com.cn/n/2014/0619/c35463-25171783.html 
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「中国経済と日本企業2014年白書」、北京で発表 

 中国日本商会が取りまとめた「中国経済と日本 

企業白書」2014年版が18日、北京で発表されま 

した。中国日本商会の澤田真治郎会長、田端祥 

久副会長が発表会に出席し、白書作成の目的、 

概要、日系企業の経営で直面する問題、中国政 

府や産業界への建議などを説明し、中国人と日 

本人記者からの関連質問に答えました。  この 

白書は中国各地の日本商工会組織の日系企業 

（法人会員8579社）を対象に、調査を行い、企業 

からの建議（451件）を取りまとめたものです。  

 建議の具体的な内容は、 

1、市場経済ルールの整備と適正運用、 

2、政府関連規制の緩和、 

3、内外無差別とグローバールスタンダードの採用 

といった3点に集約されました。中国日本商会が、この白書を通じて、日系企業の中国政

府や中国市場への全体的な期待や改善の要望などを中国の各レベルの政府や産業界に
アピールし、中国の関連分野の人々に日系企業の現場からの声も理解してほしいという
狙いがあるとみられています。（取材：任春生） 

http://japanese.cri.cn/881/2014/06/19/161s222617.htm 



在華日資企業2014年主要訴求:確保公平性 
 2014/06/19 11:03  

大智慧阿思達克通訊社6月19日訊,中國日本商會昨日發布《中國經濟與日本企業2014年白
皮書》,提出了中國日本商會及8,579家會員日資企業對中國經濟2014年的整體訴求,即希望
中國落實三中全會決定,確保公平性,並提高透明性。 
商會會長澤田真治郎在發布會上介紹稱,“確保公平性”具體建議為:完善及合理運用市場積

極規則;放寬過度的政府限制;實現內外無差別,採用全球標准。三條建議“分別與三中全會
決定的‘完善現代市場體系’、‘轉變政府職能’、‘構建開放型經濟新體制’相對應”,澤田真
治郎表示。 

具體領域如對汽車行業規定,汽車生產企業外資不能超過50%,即使在50%以內的出資率,變
更出資率時也需要取得發改委、工信部、商務部等部門的認可,且多會被相關部門附加條件
,導致政府對公司事業的方向施加影響力。 
化學領域,對經營數量較少的化學品(例如每年1,000kg以下),建議免除進口·生產危險化學

品登記和生產使用危險化學品的環境登記,以便利商務活動。 

據澤田真治郎介紹,商會將借助《白皮書》與中國政府主要部門對話,例如商務部、國家質檢
總局等,並將會向中國中央和地方政府部門約90個機關分發白皮書。 

中國日本商會自2010年開始制定發行《中國經濟與日本企業白皮書》,今年是第5版。 

*本文信息僅供參考,投資者據此操作風險自擔。 

(大智慧阿思達克通訊社 上海站電話:+86-21-2021 9988-31065 北京站電話:+86-10-5799 
5701 電郵:newsroom@gw.com.cn) 

http://www.aastocks.com/tc/stocks/analysis/china-hot-topic-content.aspx?id=200000354471&type=19&catg=2 



人力成本升高 中国不再是日企海外投资首选 

2014-06-19 08:03:00 来源：环球时报 责任编辑：武帅 

邢晓婧 

  中国日本商会18日在北京发布《中国经济与日本企业2014年白皮书》，针对代表驻华日资企业的
中国日本商会及中国各地商工会所属的8579家日资企业面临的问题进行调查分析。白皮书称，就日本
制造业企业中期看好的事业发展国家，中国去年首次失去首选地位，排在印尼、印度、泰国之后，居
第四位。去年日本对华投资有所减少，但仍有超过九成的在华日企选择留在中国市场，其中考虑缩小
业务或撤离中国市场的主要是制造业，而在中国生产、面向中国消费者的行业，仍会选择留在中国。 

  白皮书援引日本国际协力银行发布的《日本制造业企业海外事业开展相关调查报告》称，中国作
为“中期(今后3年左右)看好的事业发展目标国家和地区”在2013年的得票率为37.5%，较2012年的
62.1%急剧下滑，继印尼(44.9%)、印度(43.6%)和泰国(38.5%)之后排名第四。这是自1992年开始该项
目调查12年来，中国首次失去首选地位。调查称，中国的劳动成本上涨、竞争对手增加、质量管理困
难等原因，导致日资企业放弃中国市场。中国日本商会副会长兼调查委员会委员长田端祥久称，“越
来越多的日本企业开始考虑把事业发展方向，从中国转移到泰国、越南等国家。” 

  白皮书援引香港环亚经济数据有限公司(CEIC)等发布的日本对华投资数据显示，2013年日本对华
投资71亿美元，同比减少4.3%。对此，中国日本商会会长泽田真治郎表示，“其原因主要有两点，首
先是包括人工费在内的成本整体上升;其次是中国的知识产权保护体系尚未完善。”此外，日资企业
对完全向中国集中投资的风险意识提高也被认为是日本对华投资减少的原因。 

  白皮书援引日本贸易振兴机构关于日资企业今后1至2年发展计划的调查数据显示，回答“扩大经
营”的企业比例为54.2%，同比增加1.9%，回答“维持现状”的企业比例为39.5%，剩余6.3%的企业选择
缩小或撤离中国市场。对于仍有93.7%的日资企业选择坚守中国市场，田端表示，“考虑缩小或撤出
中国市场的行业主要是在中国生产，出口到第三国的制造业，排名前三的分别是电器机械制造业、化
学制造业和纤维制造业。其他诸如食品行业、运输行业这种在中国生产，面向中国消费者的内销行业
，还是会选择留在中国。” 

http://finance.huanqiu.com/view/2014-06/5025839.html 
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  大智慧阿思达克通讯社6月19日讯，中国日本商会昨日发布《中国经济与日本企业2014

年白皮书》，提出了中国日本商会及8,579家会员日资企业对中国经济2014年的整体诉求，
即希望中国落实三中全会决定，确保公平性，并提高透明性。 

  商会会长泽田真治郎在发布会上介绍称，“确保公平性”具体建议为：完善及合理运用市
场积极规则；放宽过度的政府限制；实现内外无差别，采用全球标准。三条建议“分别与三中
全会决定的‘完善现代市场体系’、‘转变政府职能’、‘构建开放型经济新体制’相对应”，泽
田真治郎表示。 

  具体领域如对汽车行业规定，汽车生产企业外资不能超过50%，即使在50%以内的出资

率，变更出资率时也需要取得发改委、工信部、商务部等部门的认可，且多会被相关部门附
加条件，导致政府对公司事业的方向施加影响力。 

  化学领域，对经营数量较少的化学品（例如每年1,000kg以下），建议免除进口·生产危险
化学品登记和生产使用危险化学品的环境登记，以便利商务活动。 

  据泽田真治郎介绍，商会将借助《白皮书》与中国政府主要部门对话，例如商务部、国家
质检总局等，并将会向中国中央和地方政府部门约90个机关分发白皮书。 

  中国日本商会自2010年开始制定发行《中国经济与日本企业白皮书》，今年是第5版。 

  发稿：王岚锦/曹敏慧 审校：席斯 

http://finance.takungpao.com/q/2014/0619/2548481.html 

在华日资企业2014年主要诉求：确保公平性  
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Japanese firms 'still confident' 
By YAO JING (China Daily)Updated: 2014-06-19 07:20 

Japanese companies may be investing less in China, but they have by no means given up on the market, according to a report by 

the Japanese Chamber of Commerce and Industry in China that was released on Wednesday. 

In its annual white paper, which discusses key issues facing Japanese companies in China and makes recommendations to the 

government, the chamber said Japanese companies still have strong intentions to expand in China. 

"We hope the paper will promote dialogue and cooperation between the Chinese government and Japanese companies," said 

Shinjiro Sawada, chairman of the chamber. 

With regard to companies' intentions to invest in China in the next year or two, the ratio of those planning to increase investment was 

54.2 percent, up about 2 percentage points year-on-year. 

Another 39.6 percent said they will maintain the current level, according to a survey conducted by the Japan External Trade 

Organization in October and November 2013. 

"Most of these who hope to keep up the momentum in China are producing and selling in China, such as food companies," said 

Yoshihisa Tabata, vice-chairman of the chamber. 

Tabata said that traditional manufacturers focusing on processing trade in industries such as electronics and fiber may shrink their 

operations or shift to cheaper markets. 

The paper noted that with increasing costs for materials and labor, and growing concerns about the risk of having too many 

resources concentrated in China, Japanese investment in  

China slid in the latter half of 2013. 

In the white paper, the chamber reiterated the commitment of  

Japanese companies to China and noted that Japanese  

companies had helped Chinese companies to strengthen  

their technology levels, improve their business efficiency and  

become more competitive on both the supplier and customer  

sides. 

http://www.chinadaily.com.cn/business/2014-06/19/content_17599177.htm 
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中国の日系企業93．7％が「中国市場を堅守していきたい」―中国メディア (1/2) 
配信日時：2014年6月21日 16時33分  

http://www.recordchina.co.jp/group.php?groupid=90028 

2014年6月20日、人民網によると、中国日本商会は18日に「中国経済と日本 

企業2014年白書」を発表した。これは中国日本商会が2010年から毎年発表 

しているもので、今年で第5版目にあたる。  

 

同白書は中国日本商会と中国各地の商工会組織の日系企業8579社に対し 

て実施したアンケート調査をもとに、日系企業が直面する課題を分析し、解決 

のための建議を取りまとめたもので、建議総数は計451件に及ぶ。中国日本 

商会は同白書を通して、積極的に中国の中央政府や地方政府とコミュニケー 

ションおよび交流を図り、中国の投資やビジネス環境を整備するため、「現場」 
からの声を届けている。  

 

▼在中国日系企業の93．7％、「中国市場を堅守していきたい」  
 

2014年白書は日本貿易振興機構（ジェトロ）が中国に進出している日系企業を対象に2013年10－11月に実施したアン
ケート調査結果を引用している。これによると、今後1－2年の事業展開の方向性について「拡大」と回答した企業の割合
は54．2％、「現状維持」と回答した企業の割合が39．5％だった。2つの回答を合わせると全体の93．7％の日系企業が中
国市場を評価していることが明らかになった。  

 

回答企業のうち、「縮小」と回答したのはわずか5％の企業で、1．2％の企業が「移転」、「事業撤退」と回答した。このよう
な回答をした一部企業の主な要因について、中国日本商会副会長兼調査委員会委員長の田端祥久氏は下記のように答
えた。▽中国における事業コストの上昇で圧力を受けた▽中国の知的財産権保護の環境による影響を受けた。  

 

田端氏の補足によると、コスト上昇は主に人件費や原材料費の上昇によるもの。日系企業が不安視している中国の知的
財産権保護環境に対して、田端氏は「中国は知的財産権保護問題に対し大きな努力を払っており、実際その結果も伴っ
てきてはいるが、やはりまだまだ多くの改善すべき点が存在する。特にインターネット通販が拡大し続けるビジネス環境の 

http://www.recordchina.co.jp/gallery.php?gid=90028


中国の日系企業93．7％が「中国市場を堅守していきたい」―中国メディア (2/2) 
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下、知的財産権の保護や、偽物・コピー品・海賊版の氾濫を防止することが目下早急に解決すべき問題点としてあげられ
る」と指摘した。  

 

▼「世界の工場」から「世界の市場」へのモデル転換を図る中国、日系企業にもチャンス  

 

事業を「拡大」すると回答した54．2％の日系企業のうち、中国で作った商品を中国国内で販売する、「現地生産・現地販
売」戦略を推進している企業は比較的多い。こういった「内需志向型」の日本企業を力強く後押ししているのは背景にある
巨大な中国市場である。まさに「需要があるところに、市場が生まれる」と言われるとおりだ。実際の対中投資額だけを見
て、日系企業が中国市場の動向を有望視しているのか、それとも悲観視しているのかを判断することはできない。  

 

経済モデルの転換を図っている中国を世界最大の消費市場として見る日系企業が増えている。中国の転換期は日系企
業にとっても同様に大きなチャンスが潜んでいる。例えば、食品への安全性を求める意識がますます高まっている食品業
界、物流の発展がもたらす運輸機械業界などは、いずれも日系企業による市場開拓が期待される分野だ。  

 

白書発表の記者会見では日本メディアが「日中両国の関係は日系企業の中国市場に対する選択を左右する主要な要素
になるか」と質問した。これに対し、田端氏は「政治的な要素が両国関係の経済・貿易関係に与える影響を無視できると言
えば、それは嘘になる。しかし、日中関係が経済・貿易交流に与える影響に過度に注目することも奨励しない。日系企業
は『在商言商（ビジネス界はビジネスだけを語るべき）』という路線に戻る必要がある。『需要があるところに市場は生まれ
る』という市場の規律を遵守し、より大きな市場を掘り起こし、両国の経済・貿易関係の発展を推進することこそが日本企
業が選択すべき道だ」と語った。（提供/人民網日本語版・翻訳/MZ・編集/武藤）  



《中国经济与日本企业2014年白皮书》在京发布 

 
  6月18日下午，由中国日本商会举办的《中国经济与日本企业2014年白皮书》（以下简称
“2014年版白皮书”）新闻发布会在北京长富宫饭店举行。中国日本商会会长泽田真治郎、副
会长兼调查委员会委员长田端祥久出席发布会并讲话。 

  据泽田会长介绍，2014版白皮书针对中国各地商工会所属的8579家日资企业面临的问
题进行了分析，并对451条建议进行了整理。全书共27章，分为三部分,：日企在中国面临的

共同问题及建议；各产业的现状及建议；各地区的现状及建议。活跃于中国商务最前线的日
本商会会员企业中的约50名执笔者参与了白皮书的编写。中国日本商会自2010年开始编写
《中国经济与日本企业白皮书》，2014版白皮书已是第5版。 

  2014年版白皮书提出的主要诉求是“确保公平性”。白皮书提出了三点建议： 
  1.完善及合理运用市场经济规则。为建设有序竞争的市场体系，呼吁取消或修订妨碍公
平竞争的制度，强化知识产权保护。 

  2.放宽过多的政府限制。希望建设法治政府，服务型政府，简化行政手续，加快办理事务
的速度，针对能够有效发挥市场机制作用的领域，废除相关许可和认证手续。 

  3.实现内外无差别，采用全球标准。为顺应经济全球化，在制造及服务业领域进一步开放
外资准入限制，更广泛地应用全球标准。 

  副会长田端表示，希望借助2014版白皮书促进与中国中央政府及地方政府间的对话，并
进一步加强与中国方面的方交流。 

http://www.chinairn.com/print/3726156.html 
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日本商会白皮书：忧中日关系日资不愿再投资中国? (1/3) 
2014-06-22 09:31:46 来源: 中国经营报(北京) 有5764人参与 

《调查报告》称,选择中国作为“中期(3年左右)看好的事业发展目标国家和地区”的企业比
例（得票率）从2012年调查的62.1%下降为2013年的37.5%。在这项始于1992 年的问卷
调查中，中国首次失去第一名的宝座,得票率排在印度尼西亚（44.9%）、印度（43.6%）和
泰国（38.5%）等之后。 

“日企对华投资逐渐减少，未来1~2年，54.2%的在华日企将要扩大在华业务，39.5%的 

日企表示维持现状，6.2%的企业将缩小或者转移。”6月19日，中国日本商会发布了《中 

国经济与日本企业2014年白皮书》（以下简称“白皮书”），引用日本贸易振兴机构（Jetro） 
在2013年10至11月针对在华日企的调查数据表示日企的预期。 

这份将近200页（中文版）的白皮书分为三部分、27个章节，对中国整体经济状况和政策， 

包括金融财政、贸易通关、税务会计、劳务、知识产权、节能环保、技术标准及认证、创新、 

物流、政府采购等方面，以及各产业、各地区的现状进行了梳理，提供大量翔实的数据， 

结合中国十八届三中全会以来的改革导向，提出了非常有针对性的具体问题和建议。 

中国日本商会表示，期望通过这本白皮书，积极地与中国中央及地方政府展开沟通与交 

流，为完善中国的投资、营商环境提供来自“现场”的声音。 

 

日企投资额减少 

据商务部数据，今年1~5月，日本对华投资同比减少42.2%；2013年日本对华投资额为71亿美元，减少4.3%。不过，相
比2012年日本对华投资的历史最高纪录74亿美元，白皮书认为，2013年投资额并未有明显的减少。 Jetro每年发布的
《亚洲、大洋洲日资企业活动实况调查》（以下简称“调查”）显示，自从2010年开始，打算在今后1~2年缩小业务的日本
企业比例从2.1%逐步上升到2013年的5.0%。2010、2011、2012、2013年，打算在今后1~2年转移业务到其他国家、地
区的日本企业比例为1.3%、1.7%、1.8%、1.2%。Jetro的调查包含了制造业和非制造业企业，被调查的企业数量有940

家。 

对此，中国日本商会副会长兼调查委员会委员长田端祥久认为，成本上升和知识产权保护是令日本企业担忧的因素。
他解释，成本上升主要集中在人员工资和采购成本方面，虽然中国在保护知识产权方面做了很多努力也取得了不小的
成就，但还有很多需要完善的地方，特别是网络购物大行其道的商业环境中，保护知识产权、防止冒牌货仍非常迫切。 

“打算缩小规模和转移业务的主要是制造业，比如做电子电器加工贸易的企业，在中国生产之后对外出口。”田端祥久
介绍。 

http://money.163.com/14/0622/09/9VB7J3JV00253G87.html 
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这一结果和日本协力银行年初的调查结果以及Jetro 2013年的调查结果一致。 

日本国际协力银行年初发布的《日本制造业企业的海外事业开展相关调查报告》中,选择中国作为“中期（今后3年左右）
看好的事业发展目标国家和地区”的企业比例（得票率）从2012年调查的62.1%下降为2013年的37.5%。在这项始于
1992 年的问卷调查中，中国首次失去第一名的宝座,得票率排在印度尼西亚（44.9%）、印度（43.6%）和泰国（38.5%）
等之后。企业的理由中,最主要的是“劳动成本上涨、劳动力确保困难”，占了4成以上。 

Jetro调查显示，2013年在华日资企业的盈利企业比例较过去略有所增加，前两年这个比例持续下降。但是,仍有超过8

成的企业将“劳动成本上涨”作为经营上的一大课题。 

此外，人才素质、竞争对手的增加、质量管理困难、逼近界限的成本削减、主要客户的降价需求、通关等各种手续繁杂、
采购成本上涨、新顾客开发不利也进入了2013年十大困扰日企经营的问题表。 

白皮书认为，完全向中国集中投资的风险意识提高也是减少投资的原因之一。 

“日中关系恶化对日企在华投资和业务也不能说没有关系，投资额和项目数递减的年份，和日中关系恶化的时间是一
致的。”在被日本媒体问及中日政治关系对经济的影响时，田端祥久如此表示。他称，作为日本商会，不想过度聚焦政
治问题，以免产生悲观情绪。他表示希望推动商务经济的合作与发展。 

不过，白皮书中称，多数观点认为日本对华投资减少是受到2012年9月反日游行后日中关系恶化的影响。Jetro 2013

年调查称，虽然日企扩大在华事业的意向依然强劲,但是与反日游行之前的2011年相比,回答“扩大”的企业有所减少。 

 

日企的中国内销机会 

田端祥久介绍，选择扩大或是维持规模不变的93.7％企业多是实行“产地销售”的企业，如食品、物流、机械等行业。 

Jetro 2013年调查显示，营业利润预测为“盈利”的在华日资企业占比为60.7%，较2012年度的57.2%增长了3.5个百分
点；其中，企业（内销型企业）的出口比例越低,其盈利企业占比相对越高；而制造业的盈利企业比例（61.6%）仍然高于
非制造业（59.1%）。其中橡胶、皮革、运输机械器具和金融、保险业、批发、零售业都是盈利企业占比较高的行业。大
型企业中的盈利企业占比较中小企业高出约20个百分点。 

Jetro调查显示，398家表示2013年营业利润有所改善的企业，认为“在当地市场的销售额增长”的企业（70.6%）最多。 

而475家认为2014年营业利润将有所改善的企业,将原因归结为“在当地市场的销售额增长”的企业（77.7%）数最多。
其中，运输机械器具行业（92.0%）认为产地销售是增加营业利润比例最高的行业。 

http://money.163.com/14/0622/09/9VB7J3JV00253G87.html 

http://money.163.com/14/0622/09/9VB7J3JV00253G87.html
http://money.163.com/14/0622/09/9VB7J3JV00253G87.html
http://comment.money.163.com/money_bbs/9VB7J3JV00253G87.html
http://comment.money.163.com/money_bbs/9VB7J3JV00253G87.html
http://comment.money.163.com/money_bbs/9VB7J3JV00253G87.html


日本商会白皮书：忧中日关系日资不愿再投资中国? (3/3) 
2014-06-22 09:31:46 来源: 中国经营报(北京) 有5764人参与 

Jetro 2013年调查报告认为，企业的出口比例越低（内销比例高），扩大业务的意向越强；非制造业企业员工人数越多，
扩大业务的意向越强。而关于扩大业务的理由，选择“销售额增长”的企业（83.7%）最多，其次为“发展潜力大”
（48.8%）。 

截止到2012年年末，有23,094家日资企业进入中国，占全部外资企业的7.9%，在以国家为单位的排名中日本位居第
一。 

白皮书称，2013年日本对华投资额位列第二，仅次于新加坡。可以看出日本企业正在中国设立生产基地，将经营资源
向强化在中国的竞争力和扩大内需倾斜。 

相应的，中国日本商会在白皮书中，针对日企在华经营的方方面面，诸如税务法务手续、商业地产租赁、劳务派遣、税
率、节能环保带来的某些产业企业关停等，都提出了具体而微的问题和建议。 

例如最为困扰日本企业的人力成本，白皮书针对劳务派遣和同工同酬提出建议。 

白皮书称《劳务派遣行政许可实施办法》中规定了劳务派遣员工用工比例,及达到该用工比例的过渡期，但是并没有考
虑到各个行业的具体情况。希望能够根据用工单位所在行业，出台更加细化的规定。 

关于“同工同酬”，白皮书称，现在的法律法规仅仅考虑工作岗位的因素,而未考虑劳动者自身素质（学历、工作年限等）
的因素。这与用工单位使用劳动者的原则明显不相符。另外，“同酬”的范围也不明确。日企希望在制定集体合同相关
法律法规的过程中也能充分保护企业的经营自主权,以及企业与员工签订协议的灵活性（企业能够依据员工的个人状
况给予员工不同的待遇等）。 

本文来源：中国经营报  

 

http://money.163.com/14/0622/09/9VB7J3JV00253G87.html 
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中国日本商会在京发布白皮书 
中国品牌 pinpai.china.com.cn  2014-06-20 16:13:19  责任编辑：范鑫 

 

   本报讯（记者胡心媛）中国日本商会昨日在京发布了由其组织编撰的《中国经济与日本企
业2014年白皮书》（以下简称“白皮书”）。中国日本商会会长泽田真治郎在新闻发布会上表
示，在经济全球化、供应链复杂交错的情况下，日本企业今后将继续与中国一同发展。 

  据记者了解，在中国努力提升经济发展质量及效率并扩大经济规模的进程中，日本企业
一直发挥着重要作用。白皮书显示，在投资方面，进驻中国的日资企业达到23094家（2012

年末），占外资企业整体的7.9%，位居第一位。日本在华企业直接或间接地雇用员工约1000

万人以上。在贸易方面，中日贸易额达到1503亿美元，仅低于中美贸易额。   “通过和中国

中央及地方政府就改善投资环境进行对话，可以进一步完善中国的投资环境，使中日两国
的经济实现共同发展。”泽田真治郎对记者表示，“我们已经向中国政府及有关部门提交了
白皮书并做出说明，也得到了正面积极的反馈，中国政府表示愿与日方一起改善中国的投
资环境。” 
  据悉，中国日本商会自2010年开始编写《中国经济与日本企业白皮书》，今年是第五次。

今年的白皮书分为“共同课题及建议”、“各产业的现状及建议”以及“各地区的现状及建议”
三部分，就完善现代市场体系、构建开放型经济新体制、转变政府职能三方面提出了建议。 

来源：中国贸易报 

http://pinpai.china.com.cn/shanghui/20140620/170_5490274.html 



日本白皮书：93.7%在华日企愿坚守中国市场  

发布时间:2014-06-23     来源:人民网【字号：大 中 小】  
  由中国日本商会组织编撰的《中国经济与日本企业2014年白皮书》（下称“白皮书”）发布会昨天在北京举行，这也是
中国日本商会自2010年以来第五次发布白皮书。 

  该《白皮书》针对中国日本商会及中国各地商工会所属的8579家日资会员企业所做的问卷调查的基础上，总结出了
这些企业所面临的课题并进行了分析，最终对解决这些问题提出了共计451条建议。中国日本商会期望通过这本白皮
书，积极地与中国中央及地方政府展开沟通与交流，为完善中国的投资、营商环境提供来自“现场”的声音。 

  93.7%的在华日企愿意坚守中国 

  2014版白皮书引用日本贸易振兴机构在2013年10至11月针对在华日企今后1~2年的业务发展方向所做的问卷调
查结果显示，54.2%的在华日企将要扩大在华业务，39.5%的日企表示维持现状，93.7%的在华日企仍然看好中国市
场。 

  在回答上述问卷调查的日企当中，只有5%的企业回答要缩小现有业务规模，1.2%的企业选择了要转移、撤出在华
业务。针对这部分企业的选择倾向的主要原因，中国日本商会副会长兼调查委员会委员长田端祥久在回答现场提问时
表示，一是这些企业在华开展业务面临着成本上升的压力，二是受我国知识产权保护环境的影响。田端祥久副会长进
一步解释说，成本上升主要集中在人员工资和采购成本的上涨，而日企所担心的我国知识产权保护环境，他表示，虽
然中国对保护知识产权做了很多努力也取得了不小的成就，但还有很多需要完善的地方，特别是网络购物大行其道的
商业环境中，保护知识产权、防止冒牌货的大行其道显得迫切。 

  “中国工厂”到“中国市场”的转型过程中，日企面临着诸多商机 

  54.2%的在华日企选择要扩大在华业务的统计结果当中，执行“地产地销”战略的在华日企的占比较大，力挺“内销
型”日本企业的背后是庞大的中国消费市场，“哪里有需求哪里就有市场”，对华投资不能单凭从实际执行金额来判断
日资企业是在看好还是在唱衰中国市场。 

  相反，在中国经济转型的过程中，将中国视为世界最大消费市场的日企比例在上升，这种转型过程中，日企同样面
临着巨大的商机，诸如食品安全意识日益增强的食品行业、物流兴盛所带来的运输机械行业等都是有待日企深耕细作
的领域。 

  在发布会现场，有日媒执拗询问中日两国关系是否是影响日企选择中国市场的主要因素之一的提问时，田端祥久
副会长表示，忽略政治因素对两国经贸关系的影响那是在说假话，但不提倡过度解读中日关系对经贸往来的影响，日
企需要回到“在商言商”的轨道，遵循“有需求就有市场”的市场规律，进一步挖掘市场、推动两国经贸关系的发展才是
日本企业的理应选择。  

http://news.21-sun.com/detail/2014/06/2014062310063336.shtml 
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徹底分析!日本の対中投資は本当に減少しているのか(1) 
タグ： 対中投資 中国経済 日系企業 澤田真治郎 

発信時間： 2014-07-03 13:13:17 | チャイナネット | 編集者にメールを送る 
  

 澤田真治郎氏は襟を正して座っていた。澤田氏は中国日本商会の会長、日本最大の商社の一つである三井物産の中国総代表で、6月18
日に「中国経済と日系企業白書」（2014年版）を発表した。中国日本商会は2010年から同意見書を毎年作成しており、今回で5回目の発表とな
る。同白書は中国経済の他に、中国各地の日系企業が直面している問題、これらの問題の解決に向けた提案をまとめている。 

澤田氏は同白書の内容に自信を持っているが、国内外の40数社のメディアに囲まれ、中日の政治問題、特に中日の政治関係の経済への影
響などについて質問されると、やや頭が痛そうな様子だった。 

澤田氏の隣には、中日の政治・経済関係に詳しい中国日本商会副会長兼調査委員会委員長の田端祥久氏がいた。田端氏ならば、記者会見
の質問により良く対応できる。 

 同日の質問は、すぐに同白書から中日関係に移った。中国日本商会が同白書を発表する前日、中国商務部の報道官は今年1−5月の中国
経済運行状況を発表した。「主要諸国・地域の対中投資は全体的に安定的な成長の流れを示し、韓国と英国が前年同期比で87.9％・62.2％
増と好調だった。日本は42.2％減、米国は9.3％減となった」 
このデータは、中国と関連諸国の関係と一致している。 

安倍晋三首相は就任後、中国を積極的に包囲・けん制する「価値観外交」を推進しており、両国関係が急激に悪化した。これとほぼ同時に、
日系企業の対中投資も激減した。これは日系企業が「価値観外交」の影響を受け、対中投資を大幅に減らし始めたことを意味するのだろうか
？日系企業は中国から撤退するのだろうか、それとも進出するのだろうか？これらの質問は、澤田氏を手こずらせた。 

日系企業の投資の変化、政治との関係は？ 

 田端氏はこの問題について、「別のデータを使い、日本の対中投資について分析していこう。国際協力銀行（JBIC）の、企業の対外投資に関
する調査は、1992年より投資先国の項目を設けている。それから2013年まで、中国は常に日本の製造業にとって最大の投資先国となってい
る。少なくとも国際協力銀行のデータでは、日本の製造業は20数年に渡り中国を最優先の投資先国としてきた。この20年の間に、中国に進出
できる企業のほぼすべてが進出した」と説明した。 

 田端氏は別のデータにより、日系企業の中国における現状を示した。田端氏は、「日本貿易振興機構（ジェトロ）は2014年、日系企業を対象
に調査を実施した。54.2％の企業は中国事業を拡大すると回答し、39.5％は現状維持とした。一方、中国事業を縮小すると回答した企業は5
％、中国からその他の国に移転すると回答した企業は1.2％だった」と指摘した。 

 田端氏は中国新聞週刊の質問に対して、「（撤退したのは）電機メーカー、紡績業、中国製品を外国に輸出する企業が中心だ」と答えた。 

 日本の電機メーカーは近年経営不振に陥っており、撤退も理解できる。紡績業を見ると、中国企業も積極的に海外で生産拠点を建設してい
るが、日系企業なら尚更だ。人民元の高騰に伴い、中国で生産し世界に輸出するという経営モデルにも限界が見えてきている。これらは政治
とは直接関係していない。（続く） 
「中国網日本語版（チャイナネット）」2014年7月3日 

http://japanese.china.org.cn/business/txt/2014-07/03/content_32846295.htm 
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徹底分析!日本の対中投資は本当に減少しているのか(2) 
タグ： 対中投資 中国経済 日系企業 澤田真治郎 

発信時間： 2014-07-03 13:17:51 | チャイナネット | 編集者にメールを送る 
 

過去最高の収益 

投資が減少する一方で、中国に進出した日系企業は豊作を迎えている。 

中国新聞週刊の記者は6月20日に上海で、日本の有名商社の総経理を取材し、近年の経営状況について質問した。この総経理は顔をほころ
ばせ、「昨年は創立以来で最高の売上と収益を実現した。中国では中国の消費者と企業をサービスの対象とすれば、事業を最大限に拡大で
きる」と答えた。 

日立（中国）の中国総代表の小久保憲一氏は、「2013年度の売上は、前年度比で32％増となった」と述べた。 

小久保氏は、「中国が推進中の都市化の建設で、当社は急発展のチャンスを手にできる。戦後の工業化の過程において、日本でも大規模な
都市化が生じた。環境汚染問題で、日系企業は技術とソリューションプランを蓄積している。中国が都市化を推進する際に、これらの技術とソ
リューションプランが再び役立てられる」と語った。 

小久保氏は、「しかし中国で解決すべき問題は多い。事業の規模も大きく、日本企業が経験したことのない問題ばかりで、研究開発をし直す
必要がある。当社は中国でさらなる発展が可能だ。これは当社に経験があり、中国の発展の中で生じうる問題に迅速に対応できるからだ。例
えば中国で100万kW級の火力発電所を作るとするが、日本やその他の国では50万kW級の発電所を建設することが多い。技術は中国でより重
要になってきている。市場のニーズに応えられるのは、多くの技術経験を蓄積している企業だ」と分析した。 

日系企業は多くの武器を手にしており、中国市場では水を得た魚になっている。中国の内需拡大、新都市の建設に伴い、エレベーターや建機
の需要が生まれる。都市建設そのものもスマート化が始まっており、情報技術や新たな通信技術が必要だ。都市部住民の健康管理、上下水
道の処理といった一連の事業にも取り組む必要がある。小久保氏は、「低炭素、グリーン経済、イノベーションなどで、日系企業が今後中国で
力を発揮できる分野は多い」と期待した。 

徹底分析!日本の対中投資は本当に減少しているのか(1) 

「中国網日本語版（チャイナネット）」2014年7月3日 

http://japanese.china.org.cn/business/txt/2014-07/03/content_32846295_2.htm 
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《2014年度美国企业在中国白皮书》发布 
2014年04月22日16:48  中国广播网 我有话说 收藏本文  

 

  央广网北京4月22日消息（记者王楷）中国美国商会22日在北京发布了《2014年度美国企

业在中国白皮书》，就投资、知识产权、透明度和标准等方面，提出了政策建议要点。《白皮
书》称，中国过去一年宣布的经济改革蓝图为经济转向更为强劲、有活力、可持续的模式提
供了重要契机，中国美国商会的会员企业对中国改革议程充满期待。  

  中国美国商会会长葛国瑞在发布会现场表示，中国美国商会的会员企业对中国政府雄心
勃勃的改革议程感到鼓舞，也对上海自贸区的设立、十八届三中全会的决议以及中美双边
投资协定（BIT）谈判重启等一系列进展感到振奋。  

  葛国瑞表示，中国领导层承认落实经济改革存在挑战，因此某些在华外资企业短期内可
能面临困难。不过，他表示相信，相关改革措施会为将来营造一种更加积极的经济环境，既
能让中国经济更加平衡，又能为在华外资企业创造更加公平、更以市场为导向的竞争舞台。  

  《白皮书》认为，上述领域的改善将为在华运营的中外企业带来益处，有利于提高贸易效
率、创造就业、扩大地方税基以及分享有价值的管理、技术和研发专业知识。 

  （原标题：《2014年度美国企业在中国白皮书》发布） 

http://news.sina.com.cn/o/2014-04-22/164829987925.shtml 
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华南美国商会发布《2014年中国营商环境白皮书》 
2014-02-27 13:34  来源：中国日报网   

   打印文章       发送给我好友  0   
  

  

华南美国商会近日发布了年度刊物《2014年华南地区经济情况特别报告》及《2014年中国营商环境白皮书》。  

华南美国商会哈利会长表示：“用一句话来概括最新的调查结果，那就是私营企业坚定地支持习主席及其他中共中央政治局成员。我
们坚信，他们高瞻远瞩、能力卓越，必将领导中国走向更加光明和繁荣的未来。”  

今年是华南美国商会连续第十年发布《华南地区经济情况特别报告》。每一年，该报告都会对会员企业在中国华南地区的运营情况加
以收集和分析。今年的调查结果显示，逾73%的受访企业主要向中国市场而非其他海外市场提供产品或服务。而在2006年，大多数企业
表示主要面向海外市场生产。  

今年，有84%的受访企业认为中国华南地区的营商环境“好/可接受”、“非常好”或“优异”。同时，有近50%的受访企业认为华南地区营
商环境较过去12个月有所改善，但也有22%的受访企业认为营商环境恶化。  

同时，有81%的受访企业表示已利用现有劳动力市场优势雇佣新员工。我们估计华南美国商会会员企业在过去的2013年中新雇佣员工总
数达77.4万人。  

调查显示，虽然全球经济增长放缓，企业投资多年疲软，但美商会会员企业正逐渐走出阴霾，其再投资预算呈现增长趋势。报告显示
，受访企业2014 年一年的再投资预算比2013年增加30%，由此估计，华南美国商会2000余家会员企业今年用于扩大在华经营的投资预算
达130亿美元。  

如此高的投资预算增长归因于高盈利率：92%的受访企业表示企业已经实现盈利或将在未来两年内实现盈利。在表示“已经实现盈利”
的企业中，有近43%企业表示尚未达到预期水平。哈利会长认为，这一趋势的出现可能源于中国国内日趋成熟的市场及愈加激烈的市场
竞争。  
受访企业在选择目前和近三年公司发展的五项最大挑战时，“法律法规问题(中国政府)”再次名列榜首。鉴于本地规章制度对公司经营

活动影响最大，这一结果的出现并非偶然。其余挑战分别为“本地竞争”、“人力资源成本增加”、 “缺乏专业人才”、“缺乏合格
人才(总体上讲)”，以及“国外竞争”。  

当提及公司运营的外部挑战时，受访企业将“通货膨胀加剧 ”、“最低工资标准提高”列为公司未来运营的两大担忧。同时，有相近比
例的受访企业认为人民币升值亦将对公司未来运营产生积极或消极的影响。  

而关于对在华南地区设立自由贸易区是否感兴趣，有约42%的受访企业表示有兴趣在自由贸易区扩大经营，而30%的受访企业表示无兴
趣或犹豫不定。28%表示不确定在自由贸易区扩大经营将为企业带来何种积极或消极影响。  

关于人民币更为自由兑换对企业的影响，有54%的受访企业表示人民币更为自由兑换将会对他们在中国的业务产生积极影响，而略微更
大比例的受访企业表示人民币更为自由兑换将积极影响企业的全球业务。约16%的受访企业表示不确定这样的变化可能对其中国或全球
业务带来的影响，约30%的受访企业则表示这样的变化将为他们在中国和全球业务带来消极影响。  

今年是华南美国商会连续第六年发布《中国营商环境白皮书》。今年的白皮书对中国新一轮的经济改革十分赞赏，认为改革将刺激私
有经济发展，激发中国大量小型企业的创新潜力。  
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